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お客様各位� 2022年11月25日

『いちばんわかる日商簿記３級の問題集』
―誤植のお詫びと訂正―

CPA会計学院

弊社発行の『いちばんわかる日商簿記３級の問題集』（2021年３月１日発行）につきまして、以下の誤り
ございました。お客様におかれましては、ご迷惑をおかけしたことを謹んでお詫び申し上げます。
つきましては、お手数ながら、訂正の上ご利用いただきますようお願い申し上げます。

頁 訂正箇所 〈訂正前〉 〈訂正後〉

121 振替伝票No.301
第
10
章

　帳
簿
と
伝
票

問題 10-12　　121

基本編

  10-12  伝票③（総勘定元帳への転記）   / ■■   / ■■   / ■■

次に示したX2年５月１日の伝票に基づき、仕訳日計表を作成し、総勘定元帳へ転
記しなさい。なお、問題の便宜上、総勘定元帳への転記は現金勘定のみとする。

入金伝票 No.101

売上 1,800

入金伝票 No.102

売掛金 2,100

入金伝票 No.103

売上 1,500

出金伝票 No.201

仕入 900

出金伝票 No.202

仕入 2,700

振替伝票 No.301

買掛金 2,000

売上 2,000

出金伝票 No.203

発送費 1,300

解答欄
〈仕訳日計表〉

 X2年５月１日 11ページ

借方合計 元丁 勘定科目 元丁 貸方合計
現 金
売  掛  金
売     上
仕     入
発  送  費

〈総勘定元帳〉
 現   金 １ページ

X1年 摘  要 仕
丁 借 方 貸 方 借/貸 残 高

５ 1 前月繰越 ✓ 4,000 借 4,000

（第10章-25 ）
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問題 10-12　　121

基本編

  10-12  伝票③（総勘定元帳への転記）   / ■■   / ■■   / ■■

次に示したX2年５月１日の伝票に基づき、仕訳日計表を作成し、総勘定元帳へ転
記しなさい。なお、問題の便宜上、総勘定元帳への転記は現金勘定のみとする。

入金伝票 No.101

売上 1,800

入金伝票 No.102

売掛金 2,100

入金伝票 No.103

売上 1,500

出金伝票 No.201

仕入 900

出金伝票 No.202

仕入 2,700

振替伝票 No.301

売掛金 2,000

売上 2,000

出金伝票 No.203

発送費 1,300

解答欄
〈仕訳日計表〉

 X2年５月１日 11ページ

借方合計 元丁 勘定科目 元丁 貸方合計
現 金
売  掛  金
売     上
仕     入
発  送  費

〈総勘定元帳〉
 現   金 １ページ

X1年 摘  要 仕
丁 借 方 貸 方 借/貸 残 高

５ 1 前月繰越 ✓ 4,000 借 4,000

（第10章-25 ）

135 ⑵損益計算書の減価償却費
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価
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、
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上
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価
、
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過
勘
定
）

問題 12-1　　135

基本編

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
400,000 車       両

減価償却累計額 100,000
100,000 減 価 償 却 費

⑵
貸借対照表

X2年３月31日
損益計算書

X1年４月１日〜 X2年３月31日
車 両 400,000 減 価 償 却 費 100,000
減価償却累計額 △100,000 300,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

車　　　両 資　産 営業用自動車、運送用トラックなど

減価償却累計額 資産控除 減価償却による固定資産の減少額を意味する評価
勘定

損益 
計算書 減価償却費 費　用 固定資産の当期の価値減少額を表す費用

２．固定資産の決算整理
時の経過による当期の価値減少額を減価償却費として費用計上する。

３．決算整理仕訳の金額
減価償却費：取得原価400,000÷耐用年数４年＝100,000

４．財務諸表計上額
減価償却累計額：決算整理△100,000
車両の帳簿価額：取得原価400,000−減価償却累計額100,000＝300,000
減価償却費：決算整理100,000

POINT

・土地以外の固定資産は決算において減価償却を行い、「減価償却費」勘定を計上する。
・�決算整理前残高試算表の固定資産の金額は取得原価であるため、これをもとに減価償
却費を算定する。

・�資産の減少額は「減価償却累計額」勘定に集計したうえで、帳簿価額は取得原価との
差額で算定する。

（第12章-3 ）
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問題 12-1　　135

基本編

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
400,000 車       両

減価償却累計額 100,000
100,000 減 価 償 却 費

⑵
貸借対照表

X2年３月31日
損益計算書

X1年４月１日〜 X2年３月31日
車 両 400,000 減 価 償 却 費 100,000
減価償却累計額 △100,000 300,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

車　　　両 資　産 営業用自動車、運送用トラックなど

減価償却累計額 資産控除 減価償却による固定資産の減少額を意味する評価
勘定

損益 
計算書 減価償却費 費　用 固定資産の当期の価値減少額を表す費用

２．固定資産の決算整理
時の経過による当期の価値減少額を減価償却費として費用計上する。

３．決算整理仕訳の金額
減価償却費：取得原価400,000÷耐用年数４年＝100,000

４．財務諸表計上額
減価償却累計額：決算整理△100,000
車両の帳簿価額：取得原価400,000−減価償却累計額100,000＝300,000
減価償却費：決算整理100,000

POINT

・土地以外の固定資産は決算において減価償却を行い、「減価償却費」勘定を計上する。
・�決算整理前残高試算表の固定資産の金額は取得原価であるため、これをもとに減価償
却費を算定する。

・�資産の減少額は「減価償却累計額」勘定に集計したうえで、帳簿価額は取得原価との
差額で算定する。

（第12章-3 ）

147 ⑵損益計算書の売上原価
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問題 12-6　　147

基本編

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
8,500 繰 越 商 品

売 上 230,000
115,500 仕       入

⑵
貸借対照表

X6年３月31日
損益計算書

X5年４月１日〜 X6年３月31日
商 品 8,500 売上原価 115,000 売 上 高 230,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

繰 越 商 品
（商　　品） 資産 決算整理前：期首商品棚卸高

決算整理後：期末商品棚卸高

損益 
計算書

売　　 上
（売上高） 収益 商品の売上によって生じた収益

仕　　 入
（売上原価） 費用 決算整理前：当期商品仕入高

決算整理後：売上原価

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

２．商品の決算整理
商品は決算整理で売上原価の算定を行う。よって、期首商品棚卸高および期末商

品棚卸高を「仕入」勘定に加減する。

３．決算整理仕訳の金額
仕訳の１行目：期首商品棚卸高10,000（前T/B繰越商品）
仕訳の２行目：期末商品棚卸高8,500

４．財務諸表計上額
商品：期末商品8,500
売上原価：前T/B仕入114,000＋期首商品10,000−期末商品8,500＝115,500

POINT

・決算において、売上原価を算定し期末在庫を資産計上する。
・�決算整理前の仕入に対して、期首在庫を加算し、期末在庫を減額することで、売上原
価を算定する。

・「仕入」勘定の決算整理後残高は売上原価を意味する。
・勘定科目と表示科目が異なる点に留意する。

（第12章-15 ）
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問題 12-6　　147

基本編

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
8,500 繰 越 商 品

売 上 230,000
115,500 仕       入

⑵
貸借対照表

X6年３月31日
損益計算書

X5年４月１日〜 X6年３月31日
商 品 8,500 売上原価 115,500 売 上 高 230,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

繰 越 商 品
（商　　品） 資産 決算整理前：期首商品棚卸高

決算整理後：期末商品棚卸高

損益 
計算書

売　　 上
（売上高） 収益 商品の売上によって生じた収益

仕　　 入
（売上原価） 費用 決算整理前：当期商品仕入高

決算整理後：売上原価

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

２．商品の決算整理
商品は決算整理で売上原価の算定を行う。よって、期首商品棚卸高および期末商

品棚卸高を「仕入」勘定に加減する。

３．決算整理仕訳の金額
仕訳の１行目：期首商品棚卸高10,000（前T/B繰越商品）
仕訳の２行目：期末商品棚卸高8,500

４．財務諸表計上額
商品：期末商品8,500
売上原価：前T/B仕入114,000＋期首商品10,000−期末商品8,500＝115,500

POINT

・決算において、売上原価を算定し期末在庫を資産計上する。
・�決算整理前の仕入に対して、期首在庫を加算し、期末在庫を減額することで、売上原
価を算定する。

・「仕入」勘定の決算整理後残高は売上原価を意味する。
・勘定科目と表示科目が異なる点に留意する。

（第12章-15 ）

149 ⑵損益計算書の売上原価
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問題 12-7　　149

基本編

解答・解説  売上原価を「売上原価」勘定で算定する場合

⑴
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
3/31 売 上 原 価 114,000 仕 入 114,000
〃 売 上 原 価 10,000 繰 越 商 品 10,000
〃 繰 越 商 品 8,500 売 上 原 価 8,500

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
8,500 繰 越 商 品

売 上 230,000
115,500 売 上 原 価

⑵
貸借対照表

X6年３月31日
損益計算書

X5年４月１日〜 X6年３月31日
商 品 8,500 売上原価 115,000 売 上 高 230,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

繰 越 商 品
（商　　品） 資産 決算整理前：期首商品棚卸高

決算整理後：期末商品棚卸高

損益 
計算書

売　　 上
（売�上�高） 収益 商品の売上によって生じた収益

仕　　 入 費用 当期商品仕入高

売 上 原 価 費用 売上原価

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

２．売上原価勘定を用いる場合
仕入高を「売上原価」勘定に振り替え、在庫の調整を「売上原価」勘定で行う。

３．財務諸表計上額
本問は問題12-6と同じ数値例となっている。そのため、財務諸表計上額は12-6と

同じになる。

POINT

・売上原価の算定の決算整理手続きには「売上原価」勘定を用いる方法もある。

（第12章-17 ）
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問題 12-7　　149

基本編

解答・解説  売上原価を「売上原価」勘定で算定する場合

⑴
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
3/31 売 上 原 価 114,000 仕 入 114,000
〃 売 上 原 価 10,000 繰 越 商 品 10,000
〃 繰 越 商 品 8,500 売 上 原 価 8,500

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
8,500 繰 越 商 品

売 上 230,000
115,500 売 上 原 価

⑵
貸借対照表

X6年３月31日
損益計算書

X5年４月１日〜 X6年３月31日
商 品 8,500 売上原価 115,500 売 上 高 230,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

繰 越 商 品
（商　　品） 資産 決算整理前：期首商品棚卸高

決算整理後：期末商品棚卸高

損益 
計算書

売　　 上
（売�上�高） 収益 商品の売上によって生じた収益

仕　　 入 費用 当期商品仕入高

売 上 原 価 費用 売上原価

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

２．売上原価勘定を用いる場合
仕入高を「売上原価」勘定に振り替え、在庫の調整を「売上原価」勘定で行う。

３．財務諸表計上額
本問は問題12-6と同じ数値例となっている。そのため、財務諸表計上額は12-6と

同じになる。

POINT

・売上原価の算定の決算整理手続きには「売上原価」勘定を用いる方法もある。

（第12章-17 ）

160 「1．本問の勘定科目」の表
中、「前受地代」及び「未
払家賃」の意味

160　　問題 12-12

	 12-12	 経過勘定の財務諸表表示 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の資料に基づいて、当期の貸借対照表を作成しなさい。

〈決算整理後残高試算表に計上された項目〉
 前払家賃 13,100  未払家賃 12,300  未収利息  50,300  未払利息 65,000
 前受地代  5,400  前払利息 33,200  未払保険料  7,800  未収地代 10,000

解答欄
貸借対照表

前 払（  ） 46,300 （ ） 5,400
（ ） 60,300 （  ） 費 用 85,100

解答・解説	 経過勘定の財務諸表表示

貸借対照表

前 払 費 用 46,300 前 受 収 益 5,400
未 収 収 益 60,300 未 払 費 用 85,100

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借	
対照表

前 払 家 賃
（前払費用） 資産 翌期分の家賃を当期に前払いした場合の、その期

間建物を借りる権利
前 払 利 息
（前払費用） 資産 翌期分の利息を当期に前払いした場合の、その期

間お金を借りる権利
未 収 利 息
（未収収益） 資産 当期分の利息が未収である場合の、代金を受け取

る権利
未 収 地 代
（未収収益） 資産 当期分の地代が未収である場合の、代金を受け取

る権利
前 受 地 代
（前受収益） 負債 翌期分の家賃を当期に前受けした場合の、その期

間土地を貸す義務
未 払 家 賃
（未払費用） 負債 翌期分の家賃を当期に前受けした場合の、その期

間建物を貸す義務
未 払 利 息
（未払費用） 負債 当期分の利息が未払いである場合の、代金を支払

う義務
未払保険料
（未払費用） 負債 当期分の保険料が未払いである場合の、代金を支

払う義務

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

（第12章-28 ）
160　　問題 12-12

	 12-12	 経過勘定の財務諸表表示 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の資料に基づいて、当期の貸借対照表を作成しなさい。

〈決算整理後残高試算表に計上された項目〉
 前払家賃 13,100  未払家賃 12,300  未収利息  50,300  未払利息 65,000
 前受地代  5,400  前払利息 33,200  未払保険料  7,800  未収地代 10,000

解答欄
貸借対照表

前 払（  ） 46,300 （ ） 5,400
（ ） 60,300 （  ） 費 用 85,100

解答・解説	 経過勘定の財務諸表表示

貸借対照表

前 払 費 用 46,300 前 受 収 益 5,400
未 収 収 益 60,300 未 払 費 用 85,100

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借	
対照表

前 払 家 賃
（前払費用） 資産 翌期分の家賃を当期に前払いした場合の、その期

間建物を借りる権利
前 払 利 息
（前払費用） 資産 翌期分の利息を当期に前払いした場合の、その期

間お金を借りる権利
未 収 利 息
（未収収益） 資産 当期分の利息が未収である場合の、代金を受け取

る権利
未 収 地 代
（未収収益） 資産 当期分の地代が未収である場合の、代金を受け取

る権利
前 受 地 代
（前受収益） 負債 翌期分の地代を当期に前受けした場合の、その期

間土地を貸す義務
未 払 家 賃
（未払費用） 負債 当期分の家賃が未払いである場合の、代金を支払

う義務
未 払 利 息
（未払費用） 負債 当期分の利息が未払いである場合の、代金を支払

う義務
未払保険料
（未払費用） 負債 当期分の保険料が未払いである場合の、代金を支

払う義務

※（  ）は、財務諸表上の表示科目

（第12章-28 ）
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頁 訂正箇所 〈訂正前〉 〈訂正後〉

163 ▪解答欄
貸借対照表５行目の貸倒引
当金

第
12
章
　
決
算
Ⅱ
（
総
論
、
減
価
償
却
、
貸
倒
引
当
金
、
売
上
原
価
、
経
過
勘
定
）

問題 12-13　　163

基本編

解答欄
貸借対照表

	 X年12月31日	 （単位：円）	
現 金 （ ） 支 払 手 形 （ ）
受 取 手 形 （ ） 買 掛 金 （ ）
貸倒引当金 （ ）（ ） 借 入 金 （ ）
売 掛 金 （ ） （　　）費用 （ ）
貸倒引当金 （ ） 資 本 金 （ ）
商 品 （ ） 繰越利益剰余金 （ ）
（　　）費用 （ ）
建 物 （ ）
減価償却累計額 （ ）（ ）
備 品 （ ）
減価償却累計額 （ ）（ ）

（ ） （ ）

損益計算書
	 X年１月１日〜X年12月31日	 （単位：円）
売 上 原 価（ ） 売 上 高（ ）
給 料（ ）
貸倒引当金繰入（ ）
減価償却費（ ）
支 払 利 息（ ）
当期純利益（ ）

（ ） （ ）

（第12章-31	）
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）

問題 12-13　　163

基本編

解答欄
貸借対照表

	 X年12月31日	 （単位：円）	
現 金 （ ） 支 払 手 形 （ ）
受 取 手 形 （ ） 買 掛 金 （ ）
貸倒引当金 （ ）（ ） 借 入 金 （ ）
売 掛 金 （ ） （　　）費用 （ ）
貸倒引当金 （ ）（ ） 資 本 金 （ ）
商 品 （ ） 繰越利益剰余金 （ ）
（　　）費用 （ ）
建 物 （ ）
減価償却累計額 （ ）（ ）
備 品 （ ）
減価償却累計額 （ ）（ ）

（ ） （ ）

損益計算書
	 X年１月１日〜X年12月31日	 （単位：円）
売 上 原 価（ ） 売 上 高（ ）
給 料（ ）
貸倒引当金繰入（ ）
減価償却費（ ）
支 払 利 息（ ）
当期純利益（ ）

（ ） （ ）

（第12章-31	）

195 下から１行目

第
14
章
　
決
算
Ⅳ
（
精
算
表
、
月
次
決
算
）

問題 14-6　　195

基本編

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

現　　　金 資　産 通貨および通貨代用証券

売　掛　金 資　産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金を
回収する権利

繰 越 商 品 資　産 決算整理前：期首商品棚卸高
決算整理後：期末商品棚卸高

建　　　物 資　産 店舗、本社ビル、倉庫など

土　　　地 資　産 建物のための敷地

貸倒引当金 資産控除 売上債権の貸倒見積高を意味する評価勘定

減価償却累計額 資産控除 減価償却による固定資産の減少額を意味する評価
勘定

買　掛　金 負　債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金の
支払義務

資　本　金 資　本 資本の増加額のうち、株主から出資を受けた金額
（元手）

繰越利益剰余金 資　本 資本の増加額のうち、会社が稼いだ金額（利益）

損益 
計算書

売　　　上 収　益 商品の売上によって生じた収益

雑　　　益 収　益 原因不明の現金超過額による収益

仕　　　入 費　用 決算整理前：当期商品仕入高
決算整理後：売上原価

減価償却費 費　用 固定資産の当期の価値減少額を表す費用

貸倒引当金繰入 費　用 翌期に見込まれる貸倒損失を当期に費用計上した額

２．決算整理仕訳
⑴ 減価償却費の計上

（借）減 価 償 却 費 12,000※1 （貸）減価償却累計額 12,000※2

※１ 減価償却費：建物240,000÷耐用年数20年＝12,000

⑵ 貸倒引当金の設定

（借）貸倒引当金繰入 1,400※1 （貸）貸 倒 引 当 金 1,400※2

※１ 貸倒引当金繰入：売掛金80,000×実績率２％−前T/B貸倒引当金740＝1,400

（第14章-15 ）
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14
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Ⅳ
（
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、
月
次
決
算
）

問題 14-6　　195

基本編

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借 
対照表

現　　　金 資　産 通貨および通貨代用証券

売　掛　金 資　産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金を
回収する権利

繰 越 商 品 資　産 決算整理前：期首商品棚卸高
決算整理後：期末商品棚卸高

建　　　物 資　産 店舗、本社ビル、倉庫など

土　　　地 資　産 建物のための敷地

貸倒引当金 資産控除 売上債権の貸倒見積高を意味する評価勘定

減価償却累計額 資産控除 減価償却による固定資産の減少額を意味する評価
勘定

買　掛　金 負　債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金の
支払義務

資　本　金 資　本 資本の増加額のうち、株主から出資を受けた金額
（元手）

繰越利益剰余金 資　本 資本の増加額のうち、会社が稼いだ金額（利益）

損益 
計算書

売　　　上 収　益 商品の売上によって生じた収益

雑　　　益 収　益 原因不明の現金超過額による収益

仕　　　入 費　用 決算整理前：当期商品仕入高
決算整理後：売上原価

減価償却費 費　用 固定資産の当期の価値減少額を表す費用

貸倒引当金繰入 費　用 翌期に見込まれる貸倒損失を当期に費用計上した額

２．決算整理仕訳
⑴ 減価償却費の計上

（借）減 価 償 却 費 12,000※1 （貸）減価償却累計額 12,000※2

※１ 減価償却費：建物240,000÷耐用年数20年＝12,000

⑵ 貸倒引当金の設定

（借）貸倒引当金繰入 1,400※1 （貸）貸 倒 引 当 金 1,400※2

※１ 貸倒引当金繰入：売掛金80,000×実績率２％−前T/B貸倒引当金200＝1,400

（第14章-15 ）

205 ▪解答欄
〈期中仕訳〉の１行目

第
15
章

　株
式
会
社
会
計
・
税
金

問題 15-4　　205

基本編

	 15-4	 消費税 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の一連の取引について、期中仕訳を示し、決算整理前残高試算表を作成しなさい。
また、決算整理仕訳および決算整理後残高試算表を作成しなさい。なお、消費税は税
抜方式によることとし、問題の便宜上、試算表に計上する勘定科目は、消費税に関連
するもののみとする。

⑴　商品250,000円（税抜価格）を仕入れ、消費税25,000円とともに代金は掛けとした。
⑵�　商品を1,000,000円（税抜価格）で販売し、消費税100,000円とともに代金は掛
けとした。
⑶　決算に際し、消費税の納付額が75,000円と確定した。

解答欄
〈期中仕訳〉

日付 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
仮 払 消 費 税
仮 受 消 費 税

〈決算整理仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
（　　　） 消 費 税

（第15章-7�）
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問題 15-4　　205

基本編

	 15-4	 消費税 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の一連の取引について、期中仕訳を示し、決算整理前残高試算表を作成しなさい。
また、決算整理仕訳および決算整理後残高試算表を作成しなさい。なお、消費税は税
抜方式によることとし、問題の便宜上、試算表に計上する勘定科目は、消費税に関連
するもののみとする。

⑴　商品250,000円（税抜価格）を仕入れ、消費税25,000円とともに代金は掛けとした。
⑵�　商品を1,000,000円（税抜価格）で販売し、消費税100,000円とともに代金は掛
けとした。

⑶　決算に際し、消費税の納付額が75,000円と確定した。

解答欄
〈期中仕訳〉

番号 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
仮 払 消 費 税
仮 受 消 費 税

〈決算整理仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
（　　　） 消 費 税

（第15章-7�）

▪解答欄
〈決算整理仕訳〉の１行目
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問題 15-4　　205

基本編

	 15-4	 消費税 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の一連の取引について、期中仕訳を示し、決算整理前残高試算表を作成しなさい。
また、決算整理仕訳および決算整理後残高試算表を作成しなさい。なお、消費税は税
抜方式によることとし、問題の便宜上、試算表に計上する勘定科目は、消費税に関連
するもののみとする。

⑴　商品250,000円（税抜価格）を仕入れ、消費税25,000円とともに代金は掛けとした。
⑵�　商品を1,000,000円（税抜価格）で販売し、消費税100,000円とともに代金は掛
けとした。
⑶　決算に際し、消費税の納付額が75,000円と確定した。

解答欄
〈期中仕訳〉

日付 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
仮 払 消 費 税
仮 受 消 費 税

〈決算整理仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
（　　　） 消 費 税

（第15章-7�）
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問題 15-4　　205

基本編

	 15-4	 消費税 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

次の一連の取引について、期中仕訳を示し、決算整理前残高試算表を作成しなさい。
また、決算整理仕訳および決算整理後残高試算表を作成しなさい。なお、消費税は税
抜方式によることとし、問題の便宜上、試算表に計上する勘定科目は、消費税に関連
するもののみとする。

⑴　商品250,000円（税抜価格）を仕入れ、消費税25,000円とともに代金は掛けとした。
⑵�　商品を1,000,000円（税抜価格）で販売し、消費税100,000円とともに代金は掛
けとした。

⑶　決算に際し、消費税の納付額が75,000円と確定した。

解答欄
〈期中仕訳〉

番号 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
仮 払 消 費 税
仮 受 消 費 税

〈決算整理仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
（　　　） 消 費 税

（第15章-7�）

206 解答解説
〈期中仕訳〉の１行目

206　　問題 15-4

解答・解説	 消費税

〈期中仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 250,000 買 掛 金 275,000

仮 払 消 費 税 25,000
⑵ 売 掛 金 1,100,000 売 上 1,000,000

仮 受 消 費 税 100,000

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
25,000 仮 払 消 費 税

仮 受 消 費 税 100,000

〈決算整理仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑶ 仮 受 消 費 税 100,000 仮 払 消 費 税 25,000

未 払 消 費 税 75,000

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
未 払 消 費 税 75,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

売　掛　金 資産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金
を回収する権利（税込金額で計上する）

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務（税込金額で計上する）

仮受消費税 負債 期中に受け取った消費税を計上しておく勘定科
目

未払消費税 負債 消費税の納付義務であり、仮払消費税と仮受消
費税を相殺した金額

（第15章-8�）
206　　問題 15-4

解答・解説	 消費税

〈期中仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 250,000 買 掛 金 275,000

仮 払 消 費 税 25,000
⑵ 売 掛 金 1,100,000 売 上 1,000,000

仮 受 消 費 税 100,000

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
25,000 仮 払 消 費 税

仮 受 消 費 税 100,000

〈決算整理仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑶ 仮 受 消 費 税 100,000 仮 払 消 費 税 25,000

未 払 消 費 税 75,000

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
未 払 消 費 税 75,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

売　掛　金 資産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金
を回収する権利（税込金額で計上する）

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務（税込金額で計上する）

仮受消費税 負債 期中に受け取った消費税を計上しておく勘定科
目

未払消費税 負債 消費税の納付義務であり、仮払消費税と仮受消
費税を相殺した金額

（第15章-8�）

解答解説
〈決算整理仕訳〉の１行目

206　　問題 15-4

解答・解説	 消費税

〈期中仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 250,000 買 掛 金 275,000

仮 払 消 費 税 25,000
⑵ 売 掛 金 1,100,000 売 上 1,000,000

仮 受 消 費 税 100,000

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
25,000 仮 払 消 費 税

仮 受 消 費 税 100,000

〈決算整理仕訳〉
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑶ 仮 受 消 費 税 100,000 仮 払 消 費 税 25,000

未 払 消 費 税 75,000

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
未 払 消 費 税 75,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

売　掛　金 資産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金
を回収する権利（税込金額で計上する）

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務（税込金額で計上する）

仮受消費税 負債 期中に受け取った消費税を計上しておく勘定科
目

未払消費税 負債 消費税の納付義務であり、仮払消費税と仮受消
費税を相殺した金額
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206　　問題 15-4

解答・解説	 消費税

〈期中仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 250,000 買 掛 金 275,000

仮 払 消 費 税 25,000
⑵ 売 掛 金 1,100,000 売 上 1,000,000

仮 受 消 費 税 100,000

決算整理前残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
25,000 仮 払 消 費 税

仮 受 消 費 税 100,000

〈決算整理仕訳〉
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑶ 仮 受 消 費 税 100,000 仮 払 消 費 税 25,000

未 払 消 費 税 75,000

決算整理後残高試算表

借方残高 勘定科目 貸方残高
未 払 消 費 税 75,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

売　掛　金 資産 商品を掛け売上したことによって生じた、代金
を回収する権利（税込金額で計上する）

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務（税込金額で計上する）

仮受消費税 負債 期中に受け取った消費税を計上しておく勘定科
目

未払消費税 負債 消費税の納付義務であり、仮払消費税と仮受消
費税を相殺した金額
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210 ▪解答欄の１行目

210　　問題 16-1

	 16-1	 証ひょう 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

当社（CPA社）の次の証ひょうに基づき、仕訳を示しなさい。

⑴�　当社は、Ａ社から商品を仕入れ、次の納品書兼請求書を受け取った。なお、消
費税は税抜方式によること。

納品書兼請求書
CPA社�御中

Ａ社
品名 数量 単価 金額

紅茶（インド産） 100 2,000 ￥200,000
紅茶（スリランカ産） 300 1,800 ￥540,000

小　計 ￥740,000
手付金 ￥100,000
消費税 ￥�74,000
合　計 ￥714,000

上記の合計額を×月×日までに下記口座にお振込下さい。
Ｙ銀行Ｚ支店　当座　×××　Ａ社

⑵�　出張から戻ってきた従業員から、下記の領収書を受け取り、精算を行った。出
張前に旅費交通費の概算額として10,000円を渡していたため、不足分を現金で支
払った。

領収書

X年X月X日　　　　　　　CPA　社　　　様�
金額　￥11,000

　　　　　　　　　　　　　　

購入商品　XYZ鉄道乗車券
XYZ鉄道株式会社
■■駅�発行

解答欄
日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
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210　　問題 16-1

	 16-1	 証ひょう 　 /　■■　　 /　■■　　 /　■■

当社（CPA社）の次の証ひょうに基づき、仕訳を示しなさい。

⑴�　当社は、Ａ社から商品を仕入れ、次の納品書兼請求書を受け取った。なお、消
費税は税抜方式によること。

納品書兼請求書
CPA社�御中

Ａ社
品名 数量 単価 金額

紅茶（インド産） 100 2,000 ￥200,000
紅茶（スリランカ産） 300 1,800 ￥540,000

小　計 ￥740,000
手付金 ￥100,000
消費税 ￥�74,000
合　計 ￥714,000

上記の合計額を×月×日までに下記口座にお振込下さい。
Ｙ銀行Ｚ支店　当座　×××　Ａ社

⑵�　出張から戻ってきた従業員から、下記の領収書を受け取り、精算を行った。出
張前に旅費交通費の概算額として10,000円を渡していたため、不足分を現金で支
払った。

領収書

X年X月X日　　　　　　　CPA　社　　　様�
金額　￥11,000

　　　　　　　　　　　　　　

購入商品　XYZ鉄道乗車券
XYZ鉄道株式会社
■■駅�発行

解答欄
番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
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211 解答解説の１行目

第
16
章
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ょ
う

問題 16-1　　211

基本編

解答・解説	 証ひょう

日付 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 740,000 前 払 金 100,000

仮 払 消 費 税 74,000 買 掛 金 714,000
⑵ 旅 費 交 通 費 11,000 仮 払 金 10,000

現 金 1,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

現　　　金 資産 通貨および通貨代用証券

前　払　金 資産 手付金を支払ったことによって生じた、商品を
受け取る権利

仮　払　金 資産 支払いを行ったが、その内容や金額が未確定な
場合の支出額

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務

損益計算書
仕　　　入 費用 商品の仕入によって生じた費用

旅費交通費 費用 出張費や日々の交通費を支払った場合の費用

２．証ひょうの読み取り
⑴�　この取引は、「商品740,000円を仕入れた。なお、当該金額から手付金100,000円
を控除し、消費税74,000を加算した金額は掛けとした。」という取引である。
⑵�　この取引は、「出張から戻ってきた従業員から、旅費交通費11,000円の支払の
報告を受けた。なお、出張前に旅費交通費の概算額として10,000円を渡していた
ため、不足分1,000円を現金で支払った。」という取引である。

POINT

・�問題で与えられた証ひょうをしっかり読み、どのような取引なのかを考えることが重要。

（第16章-3�）
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問題 16-1　　211

基本編

解答・解説	 証ひょう

番号 借方科目 金額 貸方科目 金額
⑴ 仕 入 740,000 前 払 金 100,000

仮 払 消 費 税 74,000 買 掛 金 714,000
⑵ 旅 費 交 通 費 11,000 仮 払 金 10,000

現 金 1,000

１．本問の勘定科目
財務諸表 勘定科目 ５要素 意味

貸借対照表

現　　　金 資産 通貨および通貨代用証券

前　払　金 資産 手付金を支払ったことによって生じた、商品を
受け取る権利

仮　払　金 資産 支払いを行ったが、その内容や金額が未確定な
場合の支出額

仮払消費税 資産 期中に支払った消費税を計上しておく勘定科目

買　掛　金 負債 商品を掛け仕入したことによって生じた、代金
の支払義務

損益計算書
仕　　　入 費用 商品の仕入によって生じた費用

旅費交通費 費用 出張費や日々の交通費を支払った場合の費用

２．証ひょうの読み取り
⑴�　この取引は、「商品740,000円を仕入れた。なお、当該金額から手付金100,000円
を控除し、消費税74,000を加算した金額は掛けとした。」という取引である。

⑵�　この取引は、「出張から戻ってきた従業員から、旅費交通費11,000円の支払の
報告を受けた。なお、出張前に旅費交通費の概算額として10,000円を渡していた
ため、不足分1,000円を現金で支払った。」という取引である。

POINT

・�問題で与えられた証ひょうをしっかり読み、どのような取引なのかを考えることが重要。

（第16章-3�）
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お客様各位� 2022年５月25日

『いちばんわかる日商簿記３級の問題集』
―試験範囲の改正に伴う訂正―

CPA会計学院

弊社発行の『いちばんわかる日商簿記３級の問題集』につきまして、試験範囲の改正に伴い、以下の通り内容を
訂正いたしました。つきましては、お手数ながら、訂正の上ご利用いただきますようお願い申し上げます。

頁 訂正箇所 訂正前 訂正後

別冊
模擬試験

p14

第２回模擬試験
問題 第１問の７

〈CPAラーニング〉　cpa-learning.com 第２回模擬試験 問題　　14

第２回模擬試験 問題

第１問（45点）
下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と
思われるものを選び、記号で解答すること。また、指示がある場合を除き、消費税は考慮しないこと
とする。

１．出張中の従業員から￥300,000の当座振込があった。しかし、その内容は不明である。
ア. 雑 益 イ. 仮 払 金 ウ. 仮 受 金 エ. 資 本 金 オ. 未 収 入 金 カ. 当 座 預 金

２．下関商事から仕入れた商品のうち品違いがあり、返品した。この金額￥84,000は同社に対する買
掛金から差引いた。
ア. 貸 倒 損 失 イ. 繰 越 商 品 ウ. 買 掛 金 エ. 売 上 オ. 仕 入 カ. 売 掛 金

３．Ａ銀行とＢ信用金庫に当座預金口座を開設し、それぞれの当座預金に現金￥100,000を預け入れた。
ただし、管理のために銀行口座ごとに勘定を設定することとした。
ア. 普 通 預 金 イ. 当 座 預 金 ウ. 当座預金Ａ銀行 エ. 当座預金Ｂ信用金庫 オ. 現 金 カ. 定 期 預 金

４．商品￥30,000を売上げ、代金のうち￥29,000は信販会社発行の商品券で受け取り、残額は現金で
受け取った。
ア. 現 金 イ. 売 掛 金 ウ. 売 上 エ. 受取商品券 オ. 前 受 金 カ. クレジット売掛金

５．現金の実際有高が帳簿残高より￥17,000不足していたので現金過不足勘定で処理しておいたがそ
の後原因を調査したところ、通信費の支払額￥8,500、発送運賃の支払額￥7,500および、手数料の
受取額￥4,000が記帳漏れとなっていた。原因不明分は雑益または雑損で処理することにした。
ア. 現金過不足 イ. 雑 損 ウ. 雑 益 エ. 通 信 費 オ. 支 払 運 賃 カ. 受取手数料

６．従業員に給料総額￥700,000を支給するに際して、所得税の源泉徴収分￥215,000を差引き、手取
金を現金で支払った。
ア. 租 税 公 課 イ. 立 替 金 ウ. 預 り 金 エ. 給 料 オ. 法定福利費 カ. 現 金

７．仕入先より商品￥500,000を掛け仕入れした。なお、商品売買の会計処理として分記法を採用し
ている。
ア. 繰 越 商 品 イ. 商 品 ウ. 商品売買益 エ. 仕 入 オ. 買 掛 金 カ. 損 益

８．関東商事は会社事務用のパソコン15台（＠￥110,000）を購入し、設置費用￥40,000と合わせて代
金は月末払いとした。
ア. 現 金 イ. 未 払 金 ウ. 買 掛 金 エ. 備 品 オ. 仕 入 カ. 雑 費

制限時間　60分
解答解説　328ページ

〈CPAラーニング〉　cpa-learning.com 第２回模擬試験 問題　　14

第２回模擬試験 問題

第１問（45点）
下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と
思われるものを選び、記号で解答すること。また、指示がある場合を除き、消費税は考慮しないこと
とする。

１．出張中の従業員から￥300,000の当座振込があった。しかし、その内容は不明である。
ア. 雑 益 イ. 仮 払 金 ウ. 仮 受 金 エ. 資 本 金 オ. 未 収 入 金 カ. 当 座 預 金

２．下関商事から仕入れた商品のうち品違いがあり、返品した。この金額￥84,000は同社に対する買
掛金から差引いた。
ア. 貸 倒 損 失 イ. 繰 越 商 品 ウ. 買 掛 金 エ. 売 上 オ. 仕 入 カ. 売 掛 金

３．Ａ銀行とＢ信用金庫に当座預金口座を開設し、それぞれの当座預金に現金￥100,000を預け入れた。
ただし、管理のために銀行口座ごとに勘定を設定することとした。
ア. 普 通 預 金 イ. 当 座 預 金 ウ. 当座預金Ａ銀行 エ. 当座預金Ｂ信用金庫 オ. 現 金 カ. 定 期 預 金

４．商品￥30,000を売上げ、代金のうち￥29,000は信販会社発行の商品券で受け取り、残額は現金で
受け取った。
ア. 現 金 イ. 売 掛 金 ウ. 売 上 エ. 受取商品券 オ. 前 受 金 カ. クレジット売掛金

５．現金の実際有高が帳簿残高より￥17,000不足していたので現金過不足勘定で処理しておいたがそ
の後原因を調査したところ、通信費の支払額￥8,500、発送運賃の支払額￥7,500および、手数料の
受取額￥4,000が記帳漏れとなっていた。原因不明分は雑益または雑損で処理することにした。
ア. 現金過不足 イ. 雑 損 ウ. 雑 益 エ. 通 信 費 オ. 支 払 運 賃 カ. 受取手数料

６．従業員に給料総額￥700,000を支給するに際して、所得税の源泉徴収分￥215,000を差引き、手取
金を現金で支払った。
ア. 租 税 公 課 イ. 立 替 金 ウ. 預 り 金 エ. 給 料 オ. 法定福利費 カ. 現 金

７．当社は家具の販売業を営んでいる。本日、店舗の陳列棚として使用するためのラック500,000円
を購入し、代金は現金で支払った。
ア. 買 掛 金 イ. 備 品 ウ. 仕 入 エ. 当 座 預 金 オ. 広告宣伝費 カ. 現 金

８．関東商事は会社事務用のパソコン15台（＠￥110,000）を購入し、設置費用￥40,000と合わせて代
金は月末払いとした。
ア. 現 金 イ. 未 払 金 ウ. 買 掛 金 エ. 備 品 オ. 仕 入 カ. 雑 費

制限時間　60分
解答解説　328ページ
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第２回模擬試験
問題 第１問の７
の解答

328　　模擬試験

第２回模擬試験 解答解説
※模範解答では、仕訳がわかりやすいように勘定科目も記入しています。

第１問（45点）
仕      訳

借方科目 金額 貸方科目 金額
1 カ （当 座 預 金） 300,000 ウ （仮 受 金） 300,000
2 ウ （買 掛 金） 84,000 オ （仕 入） 84,000
3 ウ （当座預金Ａ銀行） 100,000 オ （現 金） 200,000

エ （当座預金Ｂ信用金庫） 100,000
4 エ （受 取 商 品 券） 29,000 ウ （売 上） 30,000

ア （現 金） 1,000
5 エ （通 信 費） 8,500 カ （受 取 手 数 料） 4,000

オ （支 払 運 賃） 7,500 ア （現 金 過 不 足） 17,000
イ （雑 損） 5,000

6 エ （給 料） 700,000 ウ （預 り 金） 215,000
カ （現 金） 485,000

7 イ （商 品） 500,000 オ （買 掛 金） 500,000
8 エ （備 品） 1,690,000 イ （未 払 金） 1,690,000
9 オ （クレジット売掛金） 194,000 エ （売 上） 200,000

イ （支 払 手 数 料） 6,000
10 カ （旅 費 交 通 費） 28,000 エ （当 座 預 金） 28,000
11 ウ （買 掛 金） 50,000 オ （普 通 預 金） 50,100

ア （支 払 手 数 料） 100
12 カ （建 物） 600,000 ア （当 座 預 金） 800,000

ウ （修 繕 費） 200,000
13 ウ （仮払法人税等） 344,500 カ （当 座 預 金） 344,500
14 ウ （現 金） 100,000 エ （土 地） 250,000

ア （未 収 入 金） 200,000 オ （土 地 売 却 益） 50,000
15 ア （現 金） 40,000 イ （売 掛 金） 100,000

カ （当 座 預 金） 60,000

仕訳一組につき各３点（合計45点）

（解答解説-1 ）
328　　模擬試験

第２回模擬試験 解答解説
※模範解答では、仕訳がわかりやすいように勘定科目も記入しています。

第１問（45点）
仕      訳

借方科目 金額 貸方科目 金額
1 カ （当 座 預 金） 300,000 ウ （仮 受 金） 300,000
2 ウ （買 掛 金） 84,000 オ （仕 入） 84,000
3 ウ （当座預金Ａ銀行） 100,000 オ （現 金） 200,000

エ （当座預金Ｂ信用金庫） 100,000
4 エ （受 取 商 品 券） 29,000 ウ （売 上） 30,000

ア （現 金） 1,000
5 エ （通 信 費） 8,500 カ （受 取 手 数 料） 4,000

オ （支 払 運 賃） 7,500 ア （現 金 過 不 足） 17,000
イ （雑 損） 5,000

6 エ （給 料） 700,000 ウ （預 り 金） 215,000
カ （現 金） 485,000

7 イ （備 品） 500,000 カ （現 金） 500,000
8 エ （備 品） 1,690,000 イ （未 払 金） 1,690,000
9 オ （クレジット売掛金） 194,000 エ （売 上） 200,000

イ （支 払 手 数 料） 6,000
10 カ （旅 費 交 通 費） 28,000 エ （当 座 預 金） 28,000
11 ウ （買 掛 金） 50,000 オ （普 通 預 金） 50,100

ア （支 払 手 数 料） 100
12 カ （建 物） 600,000 ア （当 座 預 金） 800,000

ウ （修 繕 費） 200,000
13 ウ （仮払法人税等） 344,500 カ （当 座 預 金） 344,500
14 ウ （現 金） 100,000 エ （土 地） 250,000

ア （未 収 入 金） 200,000 オ （土 地 売 却 益） 50,000
15 ア （現 金） 40,000 イ （売 掛 金） 100,000

カ （当 座 預 金） 60,000

仕訳一組につき各３点（合計45点）

（解答解説-1 ）
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６．源泉徴収
源泉徴収した金額は「預り金」勘定（負債）で処理します。また、給料の支払額

485,000を「給料」勘定（費用）の発生額としないように注意しましょう。

７．分記法
分記法の場合、商品の仕入時は「商品」勘定（資産）の増加とします。

８．備品の購入
事務用のパソコンは、「備品」勘定（資産）の増加とします。なお、設置費用は付

随費用であるため、備品の取得原価に含める点に注意しましょう。また、未払とな
っている金額は、商品売買以外の債務であるため、「未払金」勘定（負債）で処理し
ます。

９．クレジット売掛金
クレジットカード払いで商品を販売した場合、「クレジット売掛金」勘定（資産）

で処理します。また、問題文の指示に従い、販売時に手数料を費用として処理しま
す。
仕訳の金額 支払手数料：販売代金200,000×３％＝6,000
 

10．領収書の処理
「但し 旅客運賃として」とあるので、「旅費交通費」勘定（費用）で処理します。

また、当座預金口座から支払っているので、「当座預金」勘定（資産）の減少とします。
振込先の口座は関係ないので注意しましょう。

11．買掛金の支払い
手数料が生じているので、預金の減少額は50,100となる点に注意しましょう。な

お、手数料は「支払手数料」勘定（費用）で処理します。

12．固定資産の修理
資本的支出ではない金額は収益的支出に該当します。よって、資本的支出

600,000は「建物」勘定（資産）の増加とし、残額200,000は収益的支出として「修繕費」
勘定（費用）の発生として処理します。

13．法人税等の中間申告
中間申告は、金額が未確定の支出に該当するため、法人税等の仮払いを意味する

（解答解説-4 ）
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６．源泉徴収
源泉徴収した金額は「預り金」勘定（負債）で処理します。また、給料の支払額

485,000を「給料」勘定（費用）の発生額としないように注意しましょう。

７．備品の購入
ラックが販売用であれば商品の仕入とみなして仕訳を行いますが、業務用である

ため備品の購入として処理します。

８．備品の購入
事務用のパソコンは、「備品」勘定（資産）の増加とします。なお、設置費用は付

随費用であるため、備品の取得原価に含める点に注意しましょう。また、未払とな
っている金額は、商品売買以外の債務であるため、「未払金」勘定（負債）で処理し
ます。

９．クレジット売掛金
クレジットカード払いで商品を販売した場合、「クレジット売掛金」勘定（資産）

で処理します。また、問題文の指示に従い、販売時に手数料を費用として処理しま
す。
仕訳の金額 支払手数料：販売代金200,000×３％＝6,000
 

10．領収書の処理
「但し 旅客運賃として」とあるので、「旅費交通費」勘定（費用）で処理します。

また、当座預金口座から支払っているので、「当座預金」勘定（資産）の減少とします。
振込先の口座は関係ないので注意しましょう。

11．買掛金の支払い
手数料が生じているので、預金の減少額は50,100となる点に注意しましょう。な

お、手数料は「支払手数料」勘定（費用）で処理します。

12．固定資産の修理
資本的支出ではない金額は収益的支出に該当します。よって、資本的支出

600,000は「建物」勘定（資産）の増加とし、残額200,000は収益的支出として「修繕費」
勘定（費用）の発生として処理します。

（解答解説-4 ）

 


